
宮崎県告示第 764号

宮崎県個人情報保護条例（平成14年宮崎県条例第41号）第26条第

１項の規定により、口頭により開示請求をすることができる保有個

人情報を次のとおり定めた。

なお、口頭により開示請求をすることができる保有個人情報（平

成22年宮崎県告示第 711号）は、廃止する。

平成23年９月12日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮 崎 県 公 報 平成 23年 ９ 月 12日（月曜日） 第 2319号

頁

告 示

○口頭により開示請求をすることができる保有個

人情報……………………………………………………（総務課）１

○道路の区域の変更（３件）………………………（道路保全課）３

○道路の供用の開始（４件）………………………（ 〃 ）３

○都市計画の変更……………………………………（都市計画課）４

○庁舎等の設備維持管理業務の委託契約に係る競

争入札の参加資格等に関する要綱の一部を改正

する告示…………………………………………………（営繕課）４

公 告

○大規模小売店舗の変更に関する届出（３件）…（商業支援課）８

○家畜伝染病発生の届出…………………………………（畜産課）10

○落札者等の公告………………………………………………………10

選挙管理委員会告示

○選挙権を有する者の総数の50分の１の数及び３

分の１の数……………………………………………………………10

○選挙区における選挙権を有する者の総数の３分

の１の数………………………………………………………………10

○政見放送の回数を定める告示の一部を改正する

告示……………………………………………………………………10
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目 次

告告 示示

口頭により開示請求を

することができる場所

口頭により開示請求を

することができる期間

口頭により開示請求をすることができる保有個人情報の内容

開示する内容試験等の名称

総務部人事課合格発表の日から起算

して６月間

試験種目別得点及び総合順位県職員選考採用試験

宮崎県立看護大学総務

課

合格発表の日から起算

して１月間

筆記試験の得点及び面接評価（不合格者

に係るものに限る。）

宮崎県立看護大学特別入学者選抜試験（

推薦）

同 上同 上筆記試験の得点及び面接評価（不合格者

に係るものに限る。）

宮崎県立看護大学特別入学者選抜試験（

社会人）

同 上同 上筆記試験（大学入学者選抜大学入試セン

ター試験を除く。）の得点、面接評価及

び総合順位（不合格者に係るものに限る

。）

宮崎県立看護大学一般入学者選抜試験（

前期）

同 上同 上筆記試験（大学入学者選抜大学入試セン

ター試験を除く。）の得点、面接評価及

び総合順位（不合格者に係るものに限る

。）

宮崎県立看護大学一般入学者選抜試験（

後期）
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同 上同 上筆記試験の科目別得点及び口述試験成績

（不合格者に係るものに限る。）

宮崎県立看護大学大学院博士前期課程入

学者一般選抜試験

同 上同 上筆記試験の得点及び口述試験成績（不合

格者に係るものに限る。）

宮崎県立看護大学大学院博士前期課程入

学者特別選抜試験

同 上同 上口述試験成績（不合格者に係るものに限

る。）

宮崎県立看護大学大学院博士後期課程入

学者選抜試験

福祉保健部医療薬務課同 上科目別得点及び総合得点准看護師試験

同 上同 上科目別得点及び総合得点歯科技工士国家試験

同 上同 上科目別得点毒物劇物取扱者試験

同 上同 上科目別得点登録販売者試験

福祉保健部衛生管理課合格発表の日から起算

して１月間

科目別得点及び総合得点調理師試験

同 上同 上科目別得点及び総合得点ふぐ処理師試験

同 上同 上科目別得点及び総合得点宮崎県製菓衛生師試験

同 上同 上科目別得点及び総合得点クリーニング師試験

各試験会場試験当日午後知識試験の得点狩猟免許試験

環境森林部自然環境課

、西臼杵支庁林務課及

び各農林振興局林務課

最終合格発表の日から

起算して１月間

同 上同 上技能試験の減点

宮崎県林業技術センタ

ー

合格発表の日から起算

して１月間

科目別得点林業架線作業主任者免許講習修了試験

商工観光労働部工業支

援課

同 上科目別得点及び総合得点砂利採取業務主任者試験

同 上同 上科目別得点及び総合得点採石業務管理者試験

商工観光労働部労働政

策課

同 上科目別得点技能検定試験

同 上同 上科目別得点職業訓練指導員試験

受験した県立産業技術

専門校又は県立産業技

術専門校高鍋校

同 上学科試験の科目別得点県立産業技術専門校訓練生選考試験

農政水産部営農支援課合否通知を発送した日

から起算して１月間

科目別得点及び総合得点宮崎県農薬管理指導士認定試験
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同 上同 上科目別得点及び総合得点宮崎県農業機械士等認定試験

県立農業大学校合格発表の日から起算

して１月間

総合得点県立農業大学校入学試験

農政水産部畜産・口蹄

疫復興対策局畜産課

同 上総合得点及び順位家畜人工授精講習会選考試験

同 上同 上科目別得点及び総合得点家畜人工授精講習会修業試験

県立高等水産研修所同 上筆記試験の得点及び総合順位県立高等水産研修所入所試験

宮崎県建設技術センタ

ー

同 上一般選考試験又は推薦選考試験における

総合評価点及び順位

宮崎県産業開発青年隊入隊試験

宮崎県告示第 765号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成23年９月12日から平成23年９月26日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成23年９月12日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 766号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成23年９月12日から平成23年９月26日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成23年９月12日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 767号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成23年９月12日から平成23年９月26日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成23年９月12日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 768号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成23年９月12日から平成23年９月26日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成23年９月12日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

300．09．4～

21．6

旧東諸県郡国

富町大字嵐

田字前田15

59番１地先

から同郡同

町同大字字

壱町田 912

番１地先ま

で

高鍋高

岡線

県道24

300．012．4～

21．9

新

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

99．711．0～

12．0

旧児湯郡高鍋

町大字高鍋

町字町 658

番１地先か

高鍋高

岡線

県道24

99．717．0～新

28．8ら同郡同町

大字北高鍋

字七反田 2

88番４地先

まで

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

263．08．0～

22．2

旧児湯郡新富

町大字新田

字坂ノ上49

24番４地先

から同郡同

町同大字同

字4912番１

地先まで

宮崎高

鍋線

県道44

263．010．0～

22．2

新



宮崎県告示第 769号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成23年９月12日から平成23年９月26日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成23年９月12日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 770号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成23年９月12日から平成23年９月26日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成23年９月12日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 771号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成23年９月12日から平成23年９月26日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成23年９月12日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 772号

都市計画法（昭和43年法律第 100号）第21条第２項において準用

する同法第18条第１項の規定により、次のとおり都市計画を変更し

た。

なお、関係図書は、宮崎県県土整備部都市計画課、宮崎県日向土

木事務所及び日向市建設部まちづくり政策課において公衆の縦覧に

供する。

平成23年９月12日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 都市計画の種類及び名称

日向延岡新産業都市計画道路 ３・２・31号 赤岩通線

２ 都市計画を変更した土地の区域

茨 追加した部分

なし

芋 削除した部分

日向市大字財光寺字丸池の一部
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供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成23年９月12日東諸県郡国

富町大字嵐

田字前田15

59番１地先

から同郡同

町同大字字

壱町田 912

番１地先ま

で

高鍋高

岡線

県道24

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成23年９月12日児湯郡高鍋

町大字高鍋

町字町 658

番１地先か

ら同郡同町

大字北高鍋

字七反田 2

88番４地先

まで

高鍋高

岡線

県道24

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成23年９月12日児湯郡高鍋高鍋高県道24

町大字高鍋

町字東町 8

34番２地先

から同郡同

町同大字字

町 658番１

地先まで

岡線

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成23年９月12日児湯郡新富

町大字新田

字坂ノ上49

24番４地先

から同郡同

町同大字同

字4912番１

地先まで

宮崎高

鍋線

県道44

庁舎等の設備維持管理業務の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱の一部を改正する告示をここに公表する。

平成23年９月12日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 773号

庁舎等の設備維持管理業務の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱の一部を改正する告示
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庁舎等の設備維持管理業務の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱（平成６年宮崎県告示第1058号の３）の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（入札参加資格審査の申請）

第４条 ［略］

２ ［略］

３ 申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

（１）～（12） ［略］

（13） 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第 123

号）第43条第５項の規定による報告をしなければならない者に

あっては公共職業安定所の長に提出した障がい者雇用状況報告

書の写し、それ以外の者にあっては障がい者の雇用状況調査票

（別記様式第５号の２）

（14） 役員等の一覧表（別記様式第５号の３）

（15） ［略］

（入札参加資格の承継）

第７条の２ 登録業者の相続人その他の一般承継人は、入札参加資

格の地位を承継しようとするときは、設備維持管理業務入札参加

資格承継承認申請書（別記様式第８号）に一般承継があったこと

を証する書類並びに第４条第３項第１号から第11号まで、第14号

及び第15号に掲げる書類を添えて知事に提出し、その承認を受け

なければならない。

２ 知事は、前項の規定により設備維持管理業務入札参加資格承継

承認申請書が提出されたときは、承認するかどうかを決定し、そ

の結果を設備維持管理業務入札参加資格承継審査結果通知書（別

記様式第９号）により、申請者に通知するものとする。

（登録の取消し）

第９条 知事は、登録業者が次の各号のいずれかに該当すると認め

るときは、その者の登録を取り消すことができる。

（１）～（３） ［略］

（４） 役員等（登録業者が個人である場合にはその者又はその支

店若しくは常時設備維持管理業務の委託契約を締結する事務所

の代表者を、登録業者が法人である場合にはその役員又はその

支店若しくは常時設備維持管理業務の委託契約を締結する事務

所の代表者をいう。）が暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴力団対策法」とい

う。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」と

いう。）であると認められる者

（５） 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をい

う。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められ

る者

（指名停止）

第11条 ［略］

２ 知事は、指名停止を決定したときは、速やかに指名停止通知書

（別記様式第10号）によりその旨を当該指名停止に係る登録業者

に通知するものとする。

３・４ ［略］

別記

様式第１号（第４条関係）

［略］

（添付書類）

１～12 ［略］

13 障がい者雇用状況報告書の写し又は障がい者の雇用状況調

（入札参加資格審査の申請）

第４条 ［略］

２ ［略］

３ 申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

（１）～（12） ［略］

（13） 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第 123

号）第43条第５項の規定による報告をしなければならない者に

あっては公共職業安定所の長に提出した障がい者雇用状況報告

書の写し、それ以外の者にあっては障がい者の雇用状況調査票

（別記様式第８号）

（14） ［略］

（入札参加資格の承継）

第７条の２ 登録業者の相続人その他の一般承継人は、入札参加資

格の地位を承継しようとするときは、設備維持管理業務入札参加

資格承継承認申請書（別記様式第９号）に一般承継があったこと

を証する書類並びに第４条第３項第１号から第11号まで及び第14

号に掲げる書類を添えて知事に提出し、その承認を受けなければ

ならない。

２ 知事は、前項の規定により設備維持管理業務入札参加資格承継

承認申請書が提出されたときは、承認するかどうかを決定し、そ

の結果を設備維持管理業務入札参加資格承継審査結果通知書（別

記様式第10号）により、申請者に通知するものとする。

（登録の取消し）

第９条 知事は、登録業者が次の各号のいずれかに該当すると認め

るときは、その者の登録を取り消すことができる。

（１）～（３） ［略］

（指名停止）

第11条 ［略］

２ 知事は、指名停止を決定したときは、速やかに指名停止通知書

（別記様式第11号）によりその旨を当該指名停止に係る登録業者

に通知するものとする。

３・４ ［略］

別記

様式第１号（第４条関係）

［略］

（添付書類）

１～12 ［略］

13 障がい者雇用状況報告書の写し又は障がい者の雇用状況調
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査票（別記様式第５号の２）

14 ［略］

［略］

査票（別記様式第８号）

14 ［略］

［略］

別記様式第５号の次に次の２様式を加える。
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別記様式第８号を削り、別記様式第９号を別記様式第８号とし、別記様式第10号を別記様式第９号とし、別記様式第11号を別記様式第10

号とする。

附 則

（施行期日）

１ この告示は、公表の日から施行する。

（経過措置）

２ この告示の施行の際現にこの告示による改正前の庁舎等の設備維持管理業務の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱の規

定によりなされている手続その他の行為は、この告示による改正後の庁舎等の設備維持管理業務の委託契約に係る競争入札の参加資格等

に関する要綱の相当規定によりなされたものとみなす。

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）附則第５条第１項

の規定により、大規模小売店舗の変更の届出があったので、届出書

その他関係書類を次のとおり縦覧に供する。

なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、本日

から４月以内に宮崎県知事に意見書を提出することができる。

平成23年９月12日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

ロングフレンド都城２号店・ロングフレンド都城３号店

都城市吉尾町 811番地１ 外

２ 変更しようとする事項

茨 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

① 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

（変更前）午前９時～午後８時

（変更後）有限会社ゼロ

24時間

株式会社ロンフレ

午前９時～午後８時

② 来客が駐車場を利用することができる時間帯

（変更前）午前８時30分～午後８時30分

（変更後）24時間

３ 変更する年月日

平成23年９月１日

４ 上記２の変更に係るもの以外の事項

茨 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社ロンフレ 代表取締役 永友秀侍

小林市大字堤2930番地１

芋 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

有限会社ゼロ 代表取締役 磯部賀津雄

宮崎市佐土原町下那珂3340－41

株式会社ロンフレ 代表取締役 永友秀侍

小林市堤2930番地１

鰯 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

1，695㎡

允 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

① 駐車場の位置及び収容台数

建物東側 108台

② 駐輪場の位置及び収容台数

Ａ棟北側（謂１） ７台

Ｂ棟南側（謂２） 15台

合計 22台

③ 荷さばき施設の位置及び面積

建物東側 24．5㎡

④ 廃棄物等の保管施設の位置及び容量

Ａ棟北側（謂１） 20．28逢

Ｂ棟北側（謂２） 15．80逢

合計 36．08逢

印 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

① 駐車場の自動車の出入口の数及び位置

建物敷地北側及び南側 ６箇所（出入口６箇所）

② 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時～午後10時

５ 届出年月日

平成23年８月31日

６ 届出書その他関係書類の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商業支援課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成23年９月12日から平成24年１月12日まで

７ 意見書の提出先及び期間

茨 提出先

宮崎県商工観光労働部商業支援課

芋 期間

平成23年９月12日から平成24年１月12日まで

８ 意見書の記載事項

意見書には、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地

域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見ととも

に、意見書提出者の氏名又は名称及び住所並びに当該大規模小売

店舗の名称を日本語により記載すること。

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規

定により、大規模小売店舗の変更に関する届出があったので、届出

書その他関係書類を次のとおり縦覧に供する。

なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、本日

から４月以内に宮崎県知事に意見書を提出することができる。

平成23年９月12日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

マックスバリュ都北店

公公 告告



都城市都北町5980番地 外９筆

２ 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法

人にあっては代表者の氏名

有限会社サン・ライズ 代表取締役 園田陽一

都城市上川東二丁目７号15番地

３ 変更した事項

茨 大規模小売店舗の名称

（変更前）くらし館都北店

（変更後）マックスバリュ都北店

芋 大規模小売店舗を設置する者の代表者の氏名

（変更前）有限会社サン・ライズ 代表取締役 園田道雄

（変更後）有限会社サン・ライズ 代表取締役 園田陽一

鰯 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

（変更前）マックスバリュ九州株式会社 代表取締役 築城

政雄

福岡県福岡市博多区博多駅東三丁目13番21号

（変更後）マックスバリュ九州株式会社 代表取締役 柴田

英二

福岡県福岡市博多区博多駅東三丁目13番21号

株式会社ワッツ 代表取締役 平岡史生

大阪府大阪市中央区城見１丁目４番70号

４ 変更の年月日

茨 平成23年９月１日

芋 平成18年10月30日

鰯 平成22年５月８日（マックスバリュ九州株式会社代表者変更

）

平成17年４月27日（株式会社ワッツ入店）

５ 変更した理由

大規模小売店舗の名称、建物設置者、小売業者の代表者変更及び

小売業者入店のため

６ 届出年月日

平成23年８月31日

７ 届出書その他関係書類の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商業支援課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成23年９月12日から平成24年１月12日まで

８ 意見書の提出先及び期間

茨 提出先

宮崎県商工観光労働部商業支援課

芋 期間

平成23年９月12日から平成24年１月12日まで

９ 意見書の記載事項

意見書には、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地

域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見ととも

に、意見書提出者の氏名又は名称及び住所並びに当該大規模小売

店舗の名称を日本語により記載すること。

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規

定により、大規模小売店舗の変更に関する届出があったので、届出

書その他関係書類を次のとおり縦覧に供する。

なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、本日

から４月以内に宮崎県知事に意見書を提出することができる。

平成23年９月12日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

クラスター高鍋

児湯郡高鍋町大字北高鍋1366－６ 外

２ 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法

人にあっては代表者の氏名

大森製材株式会社 代表取締役 大森ヒロ

児湯郡高鍋町大字北高鍋1404番地

３ 変更した事項

茨 大規模小売店舗を設置する者の代表者の氏名

（変更前）大森製材株式会社 代表取締役 大森貞一

（変更後）大森製材株式会社 代表取締役 大森ヒロ

芋 大規模小売店舗において小売業を行う者の代表者の氏名

（変更前）マックスバリュ九州株式会社 代表取締役 築城

政雄

福岡県福岡市博多区博多駅東三丁目13番21号

株式会社コスモス薬品 代表取締役 宇野正晃

福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目10番１号

（変更後）マックスバリュ九州株式会社 代表取締役 柴田

英二

福岡県福岡市博多区博多駅東三丁目13番21号

株式会社コスモス薬品 代表取締役 宇野正晃

福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目10番１号

４ 変更の年月日

茨 平成19年８月31日

芋 平成22年５月８日（マックスバリュ九州株式会社代表者変更

）

５ 変更した理由

建物設置者及び小売業者の代表者変更のため

６ 届出年月日

平成23年８月31日

７ 届出書その他関係書類の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商業支援課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成23年９月12日から平成24年１月12日まで

８ 意見書の提出先及び期間

茨 提出先

宮崎県商工観光労働部商業支援課

芋 期間

平成23年９月12日から平成24年１月12日まで

９ 意見書の記載事項

意見書には、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地

域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見ととも

に、意見書提出者の氏名又は名称及び住所並びに当該大規模小売

店舗の名称を日本語により記載すること。
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家畜伝染病予防法（昭和26年法律第 166号）第13条第１項の規定

により、次のとおり家畜伝染病が発生した旨の届出があった。

平成23年９月12日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

落札者等の公告

一般競争入札により落札者を決定したので、次のとおり公示する

。

平成23年９月12日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 落札に係る物品等の名称及び数量

宮崎県庁本庁舎（本館（附属棟を含む。）及び１号館）で使用

する電気一式

２ 契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

宮崎県総務部総務課 宮崎市橘通東２丁目10番１号

３ 落札者を決定した日

平成23年８月26日

４ 落札者の氏名及び住所

株式会社エネット 東京都港区芝公園２丁目６番３号

５ 落札金額

41，079，591円

６ 一般競争入札の公告を行った日

宮 崎 県 公 報平成 23年 ９ 月 12日（月曜日） 第 2319号
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発生年月日
発生場所

（区域）

頭

数

患畜、疑似

患畜の別

家畜の

種 類

家畜伝染

病の種類

平成23年

８月19日

小林市３

群

－蜜蜂腐蛆病
ふそびょう

平成23年７月14日

宮崎県選挙管理委員会告示第65号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第74条第１項及び第75条第１

項に規定する選挙権を有する者の総数の50分の１の数並びに同法第

76条第１項、第81条第１項及び第86条第１項並びに地方教育行政の

組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第 162号）第８条第１項

に規定する選挙権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40

万を超える場合にあっては、その超える数に６分の１を乗じて得た

数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数）は、平成

23年８月29日現在次のとおりである。

平成23年９月12日

宮崎県選挙管理委員会委員長 川 崎 浩 康

選挙権を有する者の総数の50分の１の数 18，669人

選挙権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40万を超え

る場合にあっては、その超える数に６分の１を乗じて得た数と40万

に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数） 222，234人

宮崎県選挙管理委員会告示第66号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第80条第１項に規定する選挙

権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40万を超える場合

にあっては、その超える数に６分の１を乗じて得た数と40万に３分

の１を乗じて得た数とを合算して得た数）は、平成23年８月29日現

在次のとおりである。

平成23年９月12日

宮崎県選挙管理委員会委員長 川 崎 浩 康

児湯郡（西米良村の区域を除く。）選挙区 20，021人

選挙管理委員会告選挙管理委員会告示示

宮崎県選挙管理委員会告示第67号

政見放送の回数を定める告示（平成７年宮崎県選挙管理委員会告示第43号）の一部を次のように改正し、公表の日から施行する。

平成23年９月12日

宮崎県選挙管理委員会委員長 川 崎 浩 康

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

政見放送及び経歴放送実施規程（平成６年自治省告示第 165号）

第２条第７項の規定により、候補者届出政党又は候補者が政見放送

を行うことができる基幹放送事業者及び当該基幹放送事業者の放送

設備により行うことができる政見放送の回数を、衆議院小選挙区選

出議員選挙にあっては別表第１、参議院選挙区選出議員選挙にあっ

ては別表第２、知事選挙にあっては別表第３のとおり定める。

別表第１

１ テレビジョン放送

２ ラジオ放送

別表第２

１ テレビジョン放送

２ ラジオ放送

政見放送及び経歴放送実施規程（平成６年自治省告示第 165号）

第２条第７項の規定により、候補者届出政党又は候補者が政見放送

を行うことができる一般放送事業者及び当該一般放送事業者の放送

設備により行うことができる政見放送の回数を、衆議院小選挙区選

出議員選挙にあっては別表第１、参議院選挙区選出議員選挙にあっ

ては別表第２、知事選挙にあっては別表第３のとおり定める。

別表第１

１ テレビジョン放送

２ ラジオ放送

別表第２

１ テレビジョン放送

２ ラジオ放送

候補者届出政党１当たりの放送回数一般放送事業者

［略］［略］

候補者届出政党１当たりの放送回数基幹放送事業者

［略］［略］

候補者届出政党１当たりの放送回数一般放送事業者

［略］［略］

候補者届出政党１当たりの放送回数基幹放送事業者

［略］［略］

候補者１人当たりの放送回数一般放送事業者

［略］［略］

候補者１人当たりの放送回数基幹放送事業者

［略］［略］
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別表第３

１ テレビジョン放送

２ ラジオ放送

別表第３

１ テレビジョン放送

２ ラジオ放送

候補者１人当たりの放送回数一般放送事業者

［略］［略］

候補者１人当たりの放送回数基幹放送事業者

［略］［略］

候補者１人当たりの放送回数一般放送事業者

［略］［略］

候補者１人当たりの放送回数基幹放送事業者

［略］［略］

候補者１人当たりの放送回数一般放送事業者

［略］［略］

候補者１人当たりの放送回数基幹放送事業者

［略］［略］
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